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平成２９年６月 産業建設委員会行政報告資料 

都 市 部 

 

 

空家等の適切な管理等に関する施策の実施状況等について（報告） 

 

 

空家等の適切な管理等に関する施策の平成２８年度における実施状況等について，呉市

空家等の適切な管理に関する条例（平成２５年呉市条例第１７号。以下「条例」といいま

す。）第１０条の規定により，次のとおり報告します。 

 

１ 条例施行後の状況等について 

平成２６年１月１日に条例が施行され，さらに，平成２７年５月２６日に空家等対策

の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「特措法」といいます。）

が全面施行されて以降，市民から多くの空き家に関する情報が寄せられており，条例等

の効果による空き家問題についての関心の高まりが伺えます。 

平成２８年度の実施状況は，条例第３条第１項の規定による「市民の意識啓発に係る

取組」として，平成２８年６月に，空家等の適切な管理，活用等の施策に関係のある専

門家団体（６機関等）と「呉市空家等対策連携会議」を結成の上，同年１２月に合同に

よる無料相談会を開催し，２１組（累計相談件数２９件）もの多数の市民の皆様に御参

加いただき，非常に意義深いものとなりました。 

また，条例第６条の規定により開催した「呉市空家等対策審議会」において，「特定空

家等に対する措置」等に関する基準に基づき実施しようとする措置の妥当性について，

個別の案件ごとに審議が行われました。この審議結果による答申の内容を踏まえ，平成

２８年４月に，２５件の助言・指導と１０件の勧告（第７回審議会）を，それぞれ実施

しています。 

さらに，上記特措法の施行を契機として，本市の基本的な取組姿勢や対策を示し，こ

れまで以上に，一層，総合的かつ計画的に当該対策を推進するため，平成２８年７月に，

特措法第７条第１項に規定する協議会として「呉市空家等対策計画作成協議会」を組織

し，計４回の協議を経た上で，平成２９年３月に，特措法第６条第１項の規定に基づく

「呉市空家等対策計画」を作成（公表）しました。 

これらの市民の更なる関心の高まりと，空き家対策のための各種取組の相乗効果によ

り，平成２８年度の１年間において計５７件もの改善が見られ，当該施策の着実な効果・
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前進を認めることができました。そのため，今後も，当該施策の一層の推進に向け，様々

な取組への挑戦に引き続き努めていきます。 

 

２ 情報提供受付，調査及び措置等の件数 

対応状況 
平成 25 年度 

実績 
平成 26 年度 

実績 
平成 27 年度 

実績 
平成 28 年度 

実績 

① 情報提供受付件数 65 186(251) 275(526) 126(652) 

  内
訳 

建築物及び工作物等 60 177(237) 193(430) 79(509) 

立木及び動物等 5 9(14) 82(96) 47(143) 

その他 0 0(0) 0(0) 0(0) 

② 現地外観調査済件数 65 186(251) 275(526) 126(652) 

③ 特措法に基づく措置の対象件数 58 185(243) 230(473) 125(598) 

④ 所有者等判明件数 44 106(150) 319(469) 77(546) 

⑤ 事前指導件数 37 105(142) 274(416) 116(532) 

⑥ 助言又は指導件数 0 ※27(27) ※20(20) 25(45) 

⑦ 勧告件数 0 0 0 10(10) 

⑧ 改善件数（予定を含む。） 12 73(85) 159(244) 57(301) 

（ ）内の数値は，各年度末における累計件数です。 

※ 「⑥ 助言又は指導件数」に係る平成２６年度実績の数値は，条例に基づく当該措置の件数

であり，そのうち改善されなかった２０件について，平成２７年度に特措法に基づき，改めて

助言又は指導の措置を行いました。 
 

３ 呉市空家等対策審議会等の開催状況等 

(1) 呉市空家等対策審議会等の開催回数 

呉市空家等対策審議会（条例第６条第１項に基づく第三者委員会）   １回 

呉市空家等対策検討委員会（条例第９条第１項に基づく庁内推進組織） ２回 

呉市空家等対策計画作成協議会（特措法第７条第１項に基づく協議会） ４回 
 
(2) 呉市空家等対策審議会の主な審議事項 

第８回（平成２８年５月９日） 

・ 措置に係る判定基準の追加による勧告予定物件の再検討について 

・ 議会報告事項について 

・ 事務処理マニュアルの作成について 
 
(3) 呉市空家等対策検討委員会の主な検討事項 

第８回（平成２８年４月２７日） 

・ 措置に係る判定基準の追加による勧告予定物件の再検討について 

・ 議会報告事項について 

・ 事務処理マニュアルの作成について 

第９回（平成２８年９月１６日） 

・ 呉市空家等対策計画（素案）について 

(4) 呉市空家等対策計画作成協議会の主な協議事項 

   第１回（平成２８年８月１８日） 

    ・ 空き家の現状及びこれまでの取組と現在の実施体制について 
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    ・ 計画作成に当たっての対策の方向性について 

   第２回（平成２８年９月２８日） 

    ・ 前回検討課題（空き家分布状況図の修正）の報告について 

    ・ 呉市空家等対策計画（素案）について 

   第３回（平成２８年１０月２８日） 

    ・ 呉市空家等対策計画（案）について 

    ・ 呉市空家等対策計画（案）に対する意見の募集について 

   第４回（平成２９年１月２６日） 

    ・ 呉市空家等対策計画（最終案）について 

 

４ 条例が目指す施策等の進捗状況について 

(1) 市の責務について       ※ 太字の部分は，平成２８年度における新たな 

取組の箇所（平成２９年度における予定も含む。） 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

第
３
条 

・ 市政だよりや広報

番組等で空き家の適

正管理に関する市民

啓発を行う。 

・ ホームページへの掲載（平成２６年１月～） 

空家等対策計画の作成について（平成２９年３月 

～）                     

・ ホームページの改善 

空き家の適正管理について 

  空き家の所有者（管理者）の責務について 

・ 中国税理士会呉支部研修会へ「空き家対策について」 

の講師を派遣（平成２８年１２月１日） 

・ 固定資産税の納税通知書に，「空き家の適切な管理 

について」のリーフレットを同封（平成２７年度～） 

・ 各種リーフレットの備付け，配付（平成２５年度～） 

  条例について 

  空き家の適切な管理について 

  相続登記について 

  立木等の管理（シルバー人材センター） 

  各種助成事業について 

・ 空き家等管理サービス事業者登録制度を開始し，空

き家等の所有者又は管理者に情報提供する。（平成２

９年度～） 

・ 危険建物除却事業

などの所有者に対す

る助成事業を継続し

て行う。 

・ 危険建物除却促進事業（平成２３年度～） 

（平成２８年度実績） 

解体件数４６棟，助成費用１，３６５．９万円 

（平成２９年度予算） 

予算額２，７００万円，９０棟分 

 （平成２３年度からの累計） 

  解体件数５０１棟，助成費用１億４，２４２．８万 

 円 
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・ 新たな助成事業を

創設し，空き家対策の

推進を図る。 

平成２８年度創設 

・ 空き家家財道具等処分支援事業 

（平成２８年度実績） 

  ２０件，助成費用１７８万円 

（平成２９年度予算） 

予算額３００万円，３０件分 

・  学生シェアハウス支援事業 

（平成２８年度実績） 

  ２件，助成費用１１９．４万円 

（平成２９年度予算） 

予算額１４５万円，１件分 

・  空き家解体ローン利子補給事業 

（平成２８年度実績） 

  ２件，助成費用５．５万円 

（平成２９年度予算） 

予算額４０万円，新規分：５件，前年度決定分：２

件  

・ 移住希望者住宅取得支援事業（平成２９年度から，加算

分の対象に新婚世帯を追加し，加算分の近居要件を緩和（１ｋｍ

→２ｋｍ）） 

（平成２８年度実績） 

  ２２件，助成費用１，３７２．５万円 

（平成２９年度予算） 

予算額２，０００万円，２０件 

・ 子育て世帯定住支援事業（平成２９年度から，新婚世帯

を対象に追加し，加算分の近居要件を緩和（１ｋｍ→２ｋｍ）） 

（平成２８年度実績） 

  ２７件，助成費用９４０万円 

（平成２９年度予算） 

予算額２，０００万円，５０件 

 

平成２９年度創設 

・ 空き家バンクＤＩＹリフォーム補助事業 

（平成２９年度予算） 

予算額１５０万円，５件分 

 

・ 空き家問題に関す

る講演会などを開催

して空き家の適正管

理に対する市民の理

解を深める。 

・ 「呉市空家等対策連携会議（平成２８年６月結成）」

による無料相談会の開催（平成２８年１２月２日） 

  相談者２１組（相談件数２９件） 

・ 老朽危険家屋に関するパネル展の開催（平成２９年

１月２０日～１月２７日，広市民センター） 

・ 空き家対策講演会の開催予定（平成２９年度） 
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・ 空き家状態で，明

らかに居住できない

物件については，固定

資産税の軽減措置を

行わない。 

・ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の改正（平

成２７年４月１日施行）により措置済み 

（特措法第１４条第２項の規定に基づく「勧告」によ

り，当該敷地は固定資産税等の住宅用地特例の対象か

ら除外） 

 

 ・ 平成２８年４月に｢勧告｣を実施した物件で，平成２

９年１月１日の固定資産税賦課期日に未是正であっ

た６件のうち，５件を住宅用地特例の対象から除外 

 

(2) 所有者等の責務について 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

旧 

第
４
条 

（
特
措
法 

第
３
条
） 

・ 行政等へ相談する。 

 

 

 

・ 危険家屋解体の相談  

危険建物認定申請件数：平成２８年度１３１件（平

成２３年度からの累計７６５件） 

・ 「呉市空家等対策連携会議」主催の無料相談会への

参加（平成２８年１２月２日） 

  相談者２１組（相談件数２９件） 

・ 利活用の相談 

空き家バンク相談件数：平成２８年度３５４件 

（前年比１８１件増） 

空き家バンク新規登録件数：平成２８年度５３件 

（前年比２２件増） 

・ 危険家屋にならな

いよう空き家の適正

管理に努める｡ 

 

(3) 市民等の役割について 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

 

第
４
条 

・ 地域の防犯パトロ

ールなどで危険家屋

の把握に努める。 

・ 自治会等による独自調査の実施（焼山第三団地自治

会，警固屋地区の全１３自治会，豊町御手洗地区の「重

伝建を考える会」） 

・ 危険家屋を発見し，

近隣等に被害が生じ

るおそれがある場合

には市に通報する｡ 

・ 情報提供件数 

平成２８年度実績１２６件（平成２５年度からの累

計６５２件） 

 

(4) 市と市民公益活動団体の協働について 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

第
５
条 

・ まちづくり協議会

と連携し，空き家の適

正管理についてまち

づくりの一環として

活動していく。 

・ 市政だよりによる広報や各市民センターを通じ，地

域団体・地域住民に対し，空き家対策に係る施策の情

報提供を実施（平成２６年度～） 
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・ 市民センターを中

心として地域の空き

家対策を進めていく。 

・ 市民センターの窓口に「空き家の適切な管理につい

て」のリーフレットを備付け 

・ 空家等のデータの写しを各市民センターに配備する

ことで，当該情報の共有化を推進（平成２７年度～） 

・ 危険建物除却促進事業の申請書の市民センターにお

ける配布等（平成２３年度～） 

・ 公衆衛生推進協議

会や防犯連合会など

地域の各種団体と連

携して空き家の適正

管理について取り組

んでいく。 

・ 空き家の存在は，地域の防犯上大きな課題であるこ

とから，各種団体との情報共有化を推進 

 

(5) 空家等対策審議会について 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

 

第
６
条 

・ 危険家屋の判定基準

を作成する。 

・ 「危険家屋の判定基準」の策定（平成２６年４月１

日実施） 

※平成２５年度第１回「呉市空家等対策審議会」 

・ 『「特定空家等に対する措置」等に関する基準』の

策定（平成２７年１２月２２日実施） 

※平成２７年度第６回「呉市空家等対策審議会」 

・ 『「特定空家等に対する措置」等に関する基準』の

項目追加（平成２８年５月９日実施） 

※平成２８年度第８回「呉市空家等対策審議会」 

・ 命令や氏名等の公表

などを行う場合の妥

当性などについて意

見を聴く。 

・ 平成２６年度第４回「呉市空家等対策審議会」 

条例に基づく措置（助言・指導）の判断の妥当性に

ついて審議 

・ 平成２７年度第７回「呉市空家等対策審議会」 

特定空家等に対する措置（助言・指導，勧告）の判

断の妥当性について審議 

・ 平成２８年度第８回「呉市空家等対策審議会」 

特定空家等に対する措置（勧告）の判断の妥当性に

ついて，当該基準項目の追加による再審議 

 

(6) 庁内推進体制の整備について 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

 

第
９
条 

・ 関係各課の課長で組

織する空き家等対策

推進会議（仮称）を設

置する。 

・ 平成２８年度「呉市空家等対策検討委員会」２回開

催 

・ 構成委員として，生活衛生課，農林水産課及び上下

水道局営業課の各課長を追加（平成２８年４月２６日

公布・施行の規則改正による。） 
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・ 空き家問題に関する

相談窓口の一本化を

図る。 

・ 平成２５年度に建築指導課に一本化 

・ 担当グループ名を「空家対策グループ」に変更し，

窓口担当部署を明確化（平成２８年度～） 

 

・ 事案研究会などを定

期的に開催し，各種相

談窓口の連携強化を

図る。 

・ 事務処理マニュアルの作成（平成２８年５月） 

  事務処理に当たっての判断基準を示すとともに，画

一的な手順を定めることによる庁内での統一的な取

扱いの徹底 

 

  

(7) 議会への報告等について 

条例 

該当条 
条例が目指す施策等 進捗状況及び今後の計画 

 

第
10
条 

・ 空き家の適正管理に

関する諸施策の推進

状況等について，市は

議会に年１回報告を

行い，市民に公表す

る｡ 

 

・ 推進状況等について，年１回議会に報告 

  平成２８年６月２日開会の産業建設委員会におい

て行政報告を実施 

・ 行政報告資料をホームページで公表 
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５ ｢空き家実態調査｣の結果の活用に係る進捗状況について 

(1) 住宅等の状況把握に関するアンケート調査 

調査期間：平成２８年７月１１日～平成２９年３月３１日 

調査対象件数：４，２５１件（ランクＡ：２，２６６件，ランクＢ：１，９８５件） 

   累計発送件数：３，７１４件（対象件数に占める割合８７．４％） 

発送を見送った件数：５３７件（理由：売却・賃貸募集，解体済み等） 

   回答件数：１，９８７件（回答率 ５３．５％） 

うち空き家バンク登録希望者：３７６件 

 (2) 老朽空き家の現地調査 

   空き家実態調査の結果，老朽空き家であると判定された物件のうち，ランクＤ（１

０件）及び判定不可（２６５件）の物件について，市職員による現地調査（計２７５

件）を平成２８年５月から開始し，年度末までに完了しました。 

※ なお，この「空き家実態調査」を受けての市職員による現地調査の件数（２７５

件）に，市民からの情報提供に基づく通常の現地調査の件数（１２６件）を加えた

計４０１件の現地調査を，平成２８年度の 1年間において実施しています。 

 

｢空き家実態調査｣の結果（平成２７年度実施） 

 

  現地調査結果 

   ※ （ ）内は，各数値のうち，これまでに情報提供を受けていない（空き家実態調査により新

たに判明した）物件の数 

 

  （今後の予定） 

空き家実態調査の結果がランクＣである物件（３４６件）の現地調査を順次実施し

ていくとともに，現地調査により，判定内容を確認し，又は新たに判定したランクＣ

（５５件）及びランクＤ（７＋３９＝４６件）の物件のうち，これまでに情報提供を受

けていない物件（ランクＣ（５１件），ランクＤ（３＋２９＝３２件））について，所有

者等の調査を行い，状況に応じて助言・指導等の措置を行っていきます。 

 ランク 件 数 状 態 

利活用可能

な空き家 

Ａ 2,266 すぐに住めそうな空き家 

Ｂ 1,985 少し手を加えれば住めそうな空き家 

老朽空き家 

Ｃ 346 かなり手を加えなければ住めない空き家 

Ｄ 10 老朽化が激しく危険な空き家 

判定不可 265 敷地の外側からは判断できない空き家 

 調査前ランク 調査後のランク件数 

老朽空き家 

Ｃ 平成２９年度現地調査予定 

Ｄ 
・ランクＤ： 7(3)件  

・その他：解体済み 1 件，対象外 2件 

判定不可 

・ランクＡ：88(81)件 ・ランクＢ：27(26)件 

・ランクＣ：55(51)件 ・ランクＤ：39(29)件 

・その他：解体済み 10件，対象外 43件，判定不可 3件 


